
アマゾンを擁する生物資源大国であるブラジルは，

地球上の生物多様性の 15−20％を有し，生物多様性条

約（CBD）の下，最も積極的に自国の遺伝資源と伝統

的知識を保護している国の一つである。メガ多様性国

家 グ ル ー プ（LMMC; Like Minded Megadiverse

Countries）の中心として CBD 国際会議の舞台で最右

翼としての姿勢をとり続けている点で，資源利用国側

である日本とはポジションが異なるが，早くから生物

多様性条約に基づく国内法を制定し，積極的に生物資

源の保護に取り組む姿勢は日本が自国の遺伝資源保護

を考えていく上でも非常に重要であり，参考になると

思われる。

今回，生物多様性条約下での遺伝資源へのアクセス

に関するブラジル国内法の歴史と現行運用について，

バイオ委員会で調査研究を行う機会を頂いたのでその

結果を報告する。CBD では環境保護に関する議論が

主流であるが，本研究は，CBDの第 3の目的であるア

クセスと利益配分（ABS）（CBD15 条）の調査であり，

具体的にはアクセス承認と特許出願の出所開示要件に

ついての内容とする。

なお，ブラジル運用の情報提供は，ブラジルの

DANNEMANN SIEMSEN 法律事務所の Gustavo de

Freitas Morais 弁護士に依頼した(1)。

質問 1：ブラジルで得られた生物材料に関する特許出

願を外国企業が出願したい場合に考慮しなければなら

ない，現在まで施行されたすべての法律・規則の歴史

について

ブラジルで生物資源および遺伝資源の利用について

最初に規制したのは，1990 年 1 月 15 日公布の省令

98,830 号(4)であり，これは外国人によるブラジルでの

データ収集や生物材料の採集に関する規則を定めたも

のである。この省令によれば，遺伝資源の利用を伴う

活動を行う場合，外国人は個人であれ企業であれ，プ

ロジェクトにおいてブラジルの機関と必ず関与しなけ

ればならず，ブラジル関連当局は，国家科学技術開発

会議（National Council for Scientific and Technological

Development, CNPq）の評価に従って実施される作業

に関する科学技術分野における研究の認定機関であ

る。省 令 98,830 号 は，科 学 技 術 省（Ministry of

Science and Technology）の 1990 年 3 月 14 日公布の

規則 55 号により規定されている。

次に，1992 年にリオデジャネイロで開催された国連

環境開発会議（地球サミット）で署名された生物多様

性条約（CBD）の本文を承認した政令 2 号が 1994 年

に公表された。

1998 年 3 月 16 日には CBD を制定化した省令 2,519

号が公布された。

2000 年には，遺伝資源へのアクセスと保護，関連伝

統的知識へのアクセス，技術への利益配分とアクセ

ス，遺伝資源の保存および利用のための技術移転につ

いての規則を定めた暫定措置令 2052 号が公布された

が，この暫定措置令 2052 号は 2000 年に暫定措置令

2.126−7 号により廃止され，これが 2001 年 8 月 23 日

に再公布されて現在の暫定措置令 2186−16 号(5)と

なった。

暫定措置令 2186−16 号は，現在も施行されている

「ブラジルのABS法」とも称されるものであり，遺伝

資源へのアクセスと保護，関連伝統的知識へのアクセ

ス，技術への利益配分とアクセス，遺伝資源の保存お

よび利用のための技術移転についての規則を定めてい

る。

暫定措置令 2186−16 号は，ブラジル連邦憲法第 225

条第 1 項第 2 号と第 4 項(6)と，生物多様性条約の第 1

条，第 8条（j），第 10 条（c），第 15 条，第 16 条第 3，

4項についても規定している。

よって，ブラジルで生物多様性に関する法律を調べ

る場合には，ブラジル連邦憲法第 225 条第 1項第 2号
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に「ブラジル政府はこの国の遺伝財産の多様性と完全

性を保存すると共に，遺伝材料の研究および取り扱い

に従事する個人および法人を取り締まらなければなら

ない」，第 225 条第 4項に「ブラジルのアマゾン森林，

大西洋岸森林，セラドマル山脈，パンタナール マッ

ト・グロッソ湿原および沿岸地域は，国家の財産で

あって，利用に当たっては，天然資源の使用を含めて

環境の保全を保障する条件の基に，法の規定に従って

行うこととする。」(7)と規定されていることに留意すべ

きである。

暫定措置令 2186−16 号では，遺伝資源とは，「ある

がままの状態で見出されたすべての遺伝子情報」を指

すとみなされており，それには，植物，菌類，微生物，

または動物の試料の全部または一部のサンプルに生物

体の代謝によって生じた分子または物質の形で含まれ

るものや，生きた生物や死んだ生物から得られたエキ

スが含まれ，「あるがままの状態」には，遺伝資源が国

土でそのあるがままの状態で採集されたと仮定する

と，採集場所は大陸台地であろうと排他的経済水域で

あろうが含まれ，家畜化または栽培した状態や，生息

場所以外で保存されたものも含む。

暫定措置令 2186−16 号によれば，ブラジルに存在

する遺伝資源へのアクセスは連邦政府の許可を得なけ

ればならず，目的にかかわらず遺伝資源の利用，商品

化，および加工は暫定措置令 2186−16 号の規制下で

の検査，制限，および利益配分を遵守しなければなら

ない。

次に，遺伝資源の政策の実施を調整し，アクセスお

よび発送の許可に関する技術的な規則および基準を制

定するために，ブラジル政府は暫定措置令 2186−16

号を介して，環境省（Environment Ministry）の中に

遺伝財産管理委員会（CGEN）を設立した。

CGEN は，遺伝資源のアクセスおよび発送を許可

し，暫定措置令 2186−16 号において規定された要件

を満たすよう遺伝資源の利用および利益配分のための

契約（Contracts for Using the Genetic Resource and

Disribution of Benefits）に同意する役割を果たす連邦

行政府の機関および団体の代表を構成する統制機関で

ある。製品を商業的に利用したり，遺伝資源の構成要

素の利用から生じた加工を行ったりする可能性がある

場合には，遺伝資源の利用および利益配分（ABS）の

ための契約の事前署名が必要である。

暫定措置令 2186−16 号は，CGEN の構成を規定す

る 2001 年 9 月 28 日公布の政令 3945(8)号によって規

定され，政令 3945 号は，暫定措置令 2186−16 号の第

10，11，12，14，15，16，18 および 19 条を規定するこ

とでその動作規範を制定している。

暫定措置令 2186−16 号は，暫定措置令 2186−16 号

に予見された遺伝財産に有害な活動に対する罰則を定

めた 2005 年 6 月 7 日公布の政令 5459 号(9)によっても

規定されている。

2009 年 9 月 30 日の調査報告終了時点でも，特許に

関するブラジルの法律は，特許出願人の出願がブラジ

ルの遺伝子財産に関するものか否か（2000 年 6 月 30

日以降にアクセスした場合）について述べるよう特許

出願人に課しており，該当すれば，出願人は政府承認

のアクセス証明書と，アクセスした遺伝子材料の出所

開示の提出義務を負っている。

質問 2：外国人に適用される遺伝資源へのアクセスと

特許手続に関して現在施行されている法律は？

外国人でも適用される法律はブラジル人に対するも

のと同じであり，以下の 3つである。

・暫定措置令 2.186−16 号（特に 31 条）

・CGEN決定 34 ／ 2009

・INPI 決定 207 ／ 2009 （INPI ＝ブラジル特許庁）

まず，ブラジルの遺伝資源または伝統的知識に外国

人がアクセスする場合には，CGENからアクセス承認

を得なければならない。外国人にとって最も難しいの

は，CGENからアクセスの許可を得ることである(10)。

次に，アクセスが許可されると，かかる遺伝資源ま

たは伝統的知識に関する特許出願をブラジル特許商標

庁に行うことになり，出願時にCGEN決定 34 ／ 2009

や INPI 決定 207 ／ 2009 での規定による所定の出所

開示要件が出願人に課されるが，これはむしろ形式的

なものである。CGEN 決定 34 ／ 2009 や INPI 決定

207 ／ 2009 の内容については以下（質問 4）に詳述す

る。

まとめると，ブラジル特許商標庁へ特許出願する際

には，遺伝資源および伝統的知識がブラジルでアクセ

スされたものであれば，PCT 経由であるかないかに

拘わらず，（I）CGEN に承認されたアクセス証明書の

アクセス承認番号と（II）遺伝資源の出所とを示して

発明がかかる適法なアクセスに基づくものであること

の宣誓書を提出する必要がある。
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質問 3：ブラジル領土の遺伝資源に関するブラジル特

許出願を外国企業が出願したい場合に必要なすべての

手続および関連書類は？

上述したように，手続としては，CGENにアクセス

承認を得てから，ブラジル特許庁（INPI）に特許出願

することになる。

（I）ブラジル領土の遺伝資源にアクセスするために必

要な手続，様式

ブラジルの法律は生物多様性の問題を非常に重要視

しているため，生物多様性条約下で制定された草案が

いくつもある程である。このような関心は，地域的生

物多様性はいわゆる「バイオパイラシー」から保護さ

れるべきであるという多くのブラジル人の認識から来

ている。

ブラジルの遺伝遺産の構成要素のサンプルへのアク

セスは限定されており，一連の特定の条件を満たさな

ければならず，アクセス許可は，一般に，事前の許可

を受けて生物学及び関連分野において研究開発活動を

行う国内の機関（公的機関であるか民間機関であるか

を問わない）のみに限られている。つまり，外国人に

とっては，国内の機関と共同研究するといったよう

な，ブラジルへの確実な利益配分が高い可能性でなさ

れる条件でしかアクセスは認められていない(11)。

遺伝遺産へのアクセスおよびその発送は CGEN に

よる事前許可に基づくが，アクセスおよび発送の目的

が，研究を目的とする場合に限っては IBAMA

（Brazilian Institute of Environment and Renewable

Natural Resource，ブラジル環境・再生可能天然資源

院）によって証明証が交付され，CGENにより正式認

可される。他方，アクセスおよび発送の目的が，バイ

オプロスペクティングや技術開発等の商業的利用の可

能性がある活動に関する場合，証明証は CGEN から

発行される。特許出願に関する遺伝遺産の構成要素の

サンプルへのアクセスの目的はバイオプロスペクショ

ンの概念に含まれるであろうから，アクセス証明書の

申請はCGENにすべきである。

アクセス証明書の様式については，証明書申請のた

めの標準様式がある（添付文書 1：バイオプロスペク

ティングのための遺伝資源の構成要素のアクセスと移

送の特別な権限を求める願書）。標準様式に“さらに”

添付しなければならない文書もあり，以下の通りであ

る：

(i)証明書を申請する機関の法定代理人への権限委任

の証明書

(ii)申請機関がブラジル法律下の法人であることの証

明書（例：法人格付与会議の記録）

(iii)当該機関が生物および関連分野で研究開発を行っ

ていることの証明（例：活動報告書，科学的成果，

Lattes Platform に登録した研究グループへの参加情

報）

(iv)遺伝遺産の構成要素のサンプルに関する収穫およ

び発送活動を行うための当該機関の技術的適格性（政

令 4946 ／ 2003 の第 8条第 1段落により証明書が与え

られ得る。）

(v)遺伝遺産の構成要素のサンプルの取り扱いに利用

可能な構造（政令 4946 ／ 2003 の第 8条第 1段落によ

ればかかる証拠は放棄してもよい）

(vi)先住民エリア，地域共同体，保存単位，国の保護

エリアおよび管轄水系（私的エリアの場合，所有者の

事前同意は CGEN08 ／ 2003 決定に従って放棄しても

よいが，これによって申請者の該エリアへの進入およ

び採集に所有者に同意させる義務を免除するわけでは

ない）で採取された生物材料の発送のための事前許可

の証明書

(vii)政令 4946 ／ 2003 に定められた意図した利用に

ついての情報を含む遺伝遺産の構成要素へのアクセス

に関する活動を説明した研究計画

(viii)遺伝遺産の構成要素のサンプルまたは関連伝統

的知識に関する情報の宛先

(ix)遺伝資源の構成要素のサブサンプルを寄託する

CGEN により認められた寄託機関の表示

・暫定措置令 2.186−16 号はさらに，商業的利用の可

能性がある場合には，遺伝資源の利用と利益配分に

ついての契約書（Contract for the Use of Genetic

Resources and Sharing of Benefits）にサインした

後でなければ遺伝遺産の構成要素のサンプルへのア

クセスが生じ得ないとしている。

・また，CGENにより許可されたアクセス証明書に基

づき，許可された機関により産物またはプロセスが

開発されると，その機関はそのたびに CGEN の事

務局長にその旨を通知しなければならないことに留

意する。

・遺伝遺産構成要素の in situ サンプルの採集や，関連

伝統的知識へのアクセスのための探索への外国法人

の参加は，ブラジルの公的機関との共同による場合

のみ認められ，すべての参加機関が生物関連エリア
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で研究開発活動を行う場合には，ブラジルの公的機

関は活動をコーディネートする義務がある（暫定措

置令 2186−16 号第 16 条＄6）。

（II）外国法人がブラジルの領土由来の遺伝資源に関す

る特許出願をする際に必要な手続，様式

アクセス証明書を得た後に，遺伝資源に関する特許

出願をブラジル特許庁に行う際には，CGEN 決定 34

／ 2009 や INPI 決定 207 ／ 2009 により定められた手

続および様式を遵守しなければならない。これは以下

の質問 4に対する回答で詳しく説明する。

なお，出所開示義務に違反した場合の行政上の措

置・罰則については，十分な開示義務が無い場合，ブ

ラジル国家産業財産庁（INPI）の第 50 条の規定に従

い，特許は行政的に無効が宣言され，さらに出所を開

示違反に対する罰則としては，一連の罰金について定

めた政令第 5459 号（2005 年 6 月 7 日施行）が適用さ

れる。政令第 5459 号(9)の第 19 条と第 24 条は，虚偽

の情報を提示した，遺伝資源や関連伝統的知識に関す

る開発活動・バイオプロスペクション・調査に係る技

術開発における必須情報の提示を当局に怠った者，ま

たは遺伝資源や伝統的知識のアクセス活動における必

須情報の提示を当局に怠った者に，罰金を課すことを

定めている。(2)

質問 4：外国法人がブラジルの領土の遺伝資源に関す

る特許出願をする際に必要な手続，様式，および

CGEN 決定 34 ／ 2009 や INPI 決定 207 ／ 2009 号の

内容について

外国法人がブラジルの領土由来の遺伝資源に関する

特許出願をする際には，CGEN 決定 34 ／ 2009 や

INPI 決定 207 ／ 2009 の規定に従わなければならな

い。CGEN決定 34 ／ 2009 及び INPI 決定 207 ／ 2009

の英訳は，添付文書 2および添付文書 3の通りであ

る。

また，かかる CGEN 決定 34 ／ 2009 や INPI 決定

207 ／ 2009 の規定の下，外国法人がブラジル特許庁へ

提出すべき「ブラジル特許商標庁に提出する INPI 決

定 207 遵守のためのアクセス証明書番号の申請書」お

よび「ブラジル特許商標庁に提出する INPI 決定 207

遵守のためのアクセスの否定的陳述の申請書」は，添

付文書 4および添付文書 5の通りである。

CGEN 決定 34 ／ 2009 と INPI 決定 207 ／ 2009 は，

いずれも遺伝子材料に関する特許を許可するための手

続きを規定するために，2009 年 4 月 30 日から施行さ

れた。

CGEN 決定 34 ／ 2009 号は，その主題が 2000 年 6

月 30 日以降になされた遺伝資源の構成要素のサンプ

ルか関連伝統的知識へのアクセスの結果として得られ

たものである特許出願の出願人は，遺伝資源および関

連伝統的知識の出所と，該当する場合には適当な機関

により認可されたアクセス承認とを，ブラジル特許庁

に通知しなければならないことを定めたものである。

具体的には，CGEN決定 34 ／ 2009 は，ブラジル特

許庁（INPI）に暫定措置令 2.186−16 号を遵守してい

ることを通知し，遺伝資源および関連伝統的知識の出

所と，ブラジルの遺伝資源のサンプルへのアクセスか

ら得られた製品または方法にかかる特許出願について

の遺伝資源へのアクセス承認番号および日付を通知す

る義務を特許出願人に課すものである。

添付文書 2の CGEN 決定 34 ／ 2009 の英訳を参照

すると，CGEN決定 34 ／ 2009 は計 4条からなる短い

ものであり，第 1条に，この決定が暫定措置令 2.186−

16 号第 31 条(12)の規定に従ってブラジル特許庁

（INPI）による発明の特許を許可する目的でブラジル

の遵守を証明する手順を定めたものであること，第 2

条に，2000 年 6 月 30 日以降に成された遺伝遺産の構

成要素のサンプルへのアクセスへの結果として得られ

たものを主題とする特許出願の出願人は，INPI に対

し，遺伝材料および関連伝統的知識の出所と，管轄機

関により許可されたアクセス承認番号とを通知しなけ

ればならないことが規定されている。

次に，INPI 決定 207 ／ 2009 号は，遺伝資源の構成

要素のサンプルおよび関連伝統的知識へのアクセスに

より得られた主題をその範囲とするブラジル国特許出

願の要件に関する手続きを定めたものであり，

（i）そのような状況における発明をその範囲とする

ブラジル国特許出願の出願人は，アクセスが 2000 年 6

月 30 日以降になされたブラジル遺伝資源の構成要素

のサンプルを用いて出願の主題が得られたか否かを，

ブラジル特許庁に通知しなければならない。また，出

願人は，アクセスが暫定措置令 2.186−16 号に従って

なされたことをブラジル特許庁に宣言しなければなら

ず，詳細には，対応するアクセス証明書の番号および

日付と，遺伝子材料および関連伝統的知識の出所とを

所定の様式にて通知しなければならない。

（ii）審査中，ブラジル特許庁は，上記事項に関する
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局通知（オフィスアクション）を発してもよく，応答

の際，出願人は，遺伝資源および伝統的知識へのアク

セスおよびその利用が関与するか否か，もし関与する

場合にはアクセス証明書の番号および日付について示

した特定の形式の宣言書を提出しなければならない。

なお，ブラジル国特許出願の出願時に，遺伝資源お

よび伝統的知識へのアクセスに関する情報を提出する

ように義務付けられてはいない。しかしながら，該当

する場合には，遺伝資源および伝統的知識へのアクセ

スに関連する情報／宣言書を要求して，特許出願の審

査中にブラジル特許庁がオフィスアクションを発する

可能性がある。

添付文書 3の INPI 決定 207 ／ 2009 の英訳を参照

すると，INPI 決定 207 ／ 2009 も計 5 条からなる短い

もので，第 2 条に，2000 年 6 月 30 日以降に成された

遺伝遺産の構成要素のサンプルへのアクセスへの結果

として得られたものを主題とする特許出願の出願人

は，ブラジル特許商標庁（INPI）に該当する場合には

遺伝材料および関連伝統的知識の出所ならびにアクセ

ス承認番号を付属書 I に基づく特定の様式により通知

しなければならないことが規定されている。また，第

3 条第 1 項によると，特許出願の審査に関しブラジル

特許商標庁は第 2条に従うべく規則化に必要な要件を

準備することができ，2000 年 6 月 30 日以降に成され

たブラジル国の遺伝遺産の構成要素のサンプルへのア

クセスへの結果として得られたものを主題とする特許

出願の出願人は，遺伝材料および関連伝統的知識の出

所ならびにアクセス承認番号を通知しなければなら

ず，第 3 条第 2 項によると，2000 年 6 月 30 日以降に

成されたブラジル国の遺伝遺産の構成要素のサンプル

へのアクセスへの結果として得られたものを主題とし

ない特許出願の出願人は，付属書 II に基づく特定の様

式により，その状態について通知しなければならない

とある。つまり，INPI 決定 207 第 3 条第 2 項によれ

ば，外国人が遺伝資源の構成要素のサンプルへのアク

セスへの結果として得られたものを主題とする特許出

願をした場合，遺伝資源がブラジルに由来するもので

はなくても，その旨を付属書 II に基づいて通知しなけ

ればならないことが義務づけられている。

上記の CGEN決定や INPI 決定は，いずれも特許出

願人が従うべき手続きを定めてはいるが，法的拘束力

はなく，法律の要件（ここでは暫定措置令 2.186−16

号）を超えることは法的には許されてはいないことに

留意すべきである(13)。

質問 5：遺伝資源の出所開示は，どの程度の遺伝資源

を（例えば生物体，生物体の一部，その派生物），どの

程度詳細に（例えば生物を採取した位置）開示しなけ

ればならないか？また，外国法人が長い商取引の結

果，遺伝資源の出所が不明であるため記載できない

が，ブラジル由来のものではないことが明らかな場

合，どうしたらよいか。

生物材料の出所の情報を開示させる目的は，遺伝資

源が暫定措置令 2.186−16 号に従って得られたもので

あることを確認すること，およびかかる生物材料への

アクセスに由来する商業上の製品およびプロセスの利

益を特定するためである。

暫定措置令 2.186−16 号は生物材料の出所の詳細に

ついてまでは規定していないが，CGEN 様式によれ

ば，添付文書 1の 2頁目のように，遺伝資源の構成要

素の採取場所を，in situ で採取したものであっても

ex situ で採取したものであっても，エリアが保護地

区（連邦，州，または自治都市の），公的エリア，先住

民エリア，私的エリアであっても，通知しなければな

らず，生物群系（biome）エリアの種類（例えば「セ

ラード（Cerrado）」「大西洋岸森林」「パンタナール」

等）も通知しなければならない(14)。

外国法人が特許出願する場合に，遺伝資源の出所を

知らないがブラジル由来のものではないことが明らか

な場合，暫定措置令 2.186−16 号に従ってかかる情報

を提供する必要はないが，上述の INPI 決定 207 ／

2009 に従ってかかる状況を記載した宣誓書を提出し

なければならないことになる。

質問 6：PCT国際出願をした外国法人が，ブラジルへ

の国内移行時に開示要件を満たさなかった場合，補正

指令やオフィスアクションの法定応答期限内に補正を

出して補正することは可能か？

現行の運用によれば，INPI 決定 207 ／ 2009 に規定

されているように，様式のボックスに出所の記載をす

る必要があり，暫定措置令 2.186−16 号が新たな法律

に将来置き換わったとしても同様な手続が必要である

と予測される。また，アクセス証明書やアクセス承認

番号の入手の困難さに鑑みると，ブラジルへの国内移

行時やその後に自発補正はできる可能性が高いと思わ

れる。
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質問 7：遺伝資源の出所開示を含む，外国企業により

出願された生物材料に関する過去のブラジル特許出願

のコピーを送付してもらうことは可能か？

上記に述べた通り，アクセス証明書や出所開示の書

類は通常の明細書等には含まれておらず，該当案件か

どうかは願書をチェックしなければならない。2000

年 6 月 30 日以降出願のブラジルでアクセスされた遺

伝遺産および伝統的知識に関連する特許出願を見つけ

るには，すべての出願のすべての願書を手作業で

チェックしなければならず，コピーの送付は不可能で

あるとのことである(15)。

なお，2000 年 6 月 30 日以降にアクセスされた遺伝

資源に対して関連法規が適用されるため，遺伝資源に

関する特許出願件数も，INPI の審査蓄積も少なく，

INPI からの技術報告書もまだ公表されていない状況

であるようである。

質問 8：特許出願における遺伝資源の出所が争点と

なった過去の判例はないか？

これについては，ブラジルでアクセスされた遺伝資

源に関する事件を列挙した公式データベースがないた

め，同様に手作業のサーチになるので今回の調査依頼

の範囲外の作業になるとのことである。

また，暫定措置令の施行は 2000 年であり，比較的時

間が経っていない上，ブラジルでの審査は遅いた

め(16)，2000 年以降に出願された多くの特許出願はい

まだ審査中であり，出所開示を争った判例はおそらく

まだ存在しないのではないか，そのような訴訟が提起

された場合，十中八九リオデジャネイロの連邦裁判所

に提訴され，Morais 弁護士は同裁判所で事件を扱っ

ているが，そのような訴訟についてはまだ聞いたこと

がないとのことであった。

まとめ

ブラジルにおいて，生物多様性条約に関連して制定

された国内法は多く存在するが(18)，ABS（アクセス証

明書と特許出願における遺伝資源の出所開示）のみの

法律に限ると質問 3および質問 4に対する回答のよう

に少ないことが分かった。しかしながら，ブラジルの

ABS 法である暫定措置令 2186−16 号の施行後，現在

に至るまで遺伝資源にアクセスする際の CGEN のア

クセス証明書の提出が必要であり，このアクセス承認

の困難さが外国人にとっては非常に厚い壁となってい

るようである。ブラジルへ遺伝資源に特許出願をする

際には，CGEN 決定 34 ／ 2009 と INPI 決定 207 ／

2009 の存在にも留意すべきである。

今回の調査で実感したことは，ブラジルは生物資源

を本当に貴重な財産と考え，実際に国家として生物資

源の保護に力を入れているということである。これ

は，本研究中の数ヶ月という短い間にも，環境庁・科

学技術庁や農業省が競うように生物多様性条約に関連

する草案(17)を作成しているという驚くべき事実から

も，またブラジル弁護士との数回のやりとりの中でも

伺えた。ブラジルにとってはアクセスに伴う利益配分

と遵守が最重要であり，アクセス自体についてはブラ

ジルに確実に利益をもたらさない限り，必要以上に要

件を緩和してアクセスを促す必要はないと考えている

ようである。これは，生物多様性条約の作業部会や国

際会議での国際的制度(International Regime,IR）の

策定におけるブラジルの立場とも一致している(19)。

現在，IRの策定では，各国の主権を侵さない範囲での

国際アクセス標準を開発し，まずはアクセスを円滑に

することがWin−Win の関係の構築のために必要と

考える EUと，アクセスは各国が主権として規制すれ

ばよく利益配分と遵守のための法的拘束力のある IR

が必要と考えるブラジルを議長国とする LMMC グ

ループが対立しているが，利益配分と遵守を最需要と

考えるブラジルの立場からすると，ブラジルのアクセ

ス承認の要件や出所開示の要件が緩和される可能性は

恐らく今後もないだろうと感じた。

ブラジルの生物多様性条約下での取り組みは，どの

加盟国よりも早く網羅的に強力に取り組んでいるとい

う点では注目すべきだが，あまりに厳しい規制のため

利益配分自体がうまくいっていないことが指摘されて

いる。現在 CBD 加盟国の 90％にはまだ ABS の国内

法がないが，最近では，オーストラリア，カナダ，ノ

ルウェー等が ABS 国内法を制定しており，最近にな

る程アクセスが促進されるよう規制を緩やかにする傾

向があるそうである(19)。日本の ABS 法の制定はこれ

からであるが，うまく制定されることを願っている。

各国の CBD 関連法規は近年改正が著しいため，会

員の皆様には海外代理人等を通じて最新の情報を入手

されるように助言したい。本研究を今後の実務の参考

にして頂ければ幸いである。
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脚注

(1)DANNEMANN SIEMSEN法律事務所（URL:（http://

www.dannemann.com.br/）所属の Morais 弁護士から

の調査結果報告および全添付文書は，弁理士会事務局に

保管済み。英文で読まれたい方は適宜入手されたい。

なおMorais 弁護士は，

・特許庁委託 平成 17 年度産業財産権制度各国比較調査

研究等事業「特許出願時の遺伝資源出所開示及び遺伝資

源アクセス時の事前承認機関に関する調査研究報告

書(2)」および

・特許庁委託 平成 20 年度産業財産権制度各国比較調査

研究等事業「各国・地域における伝統的知識の保護制度

に関する調査研究報告書」(3)

でも調査協力しており，ブラジルの CBD の ABS 問題

に関する第一人者と考えられる。

参考までに Morais 氏にブラジルおよび外国の出願人

のブラジルの遺伝資源に関する特許出願の代理実績を

尋ねてみたが代理したことはないことであった。

(2)特許庁委託 平成 17 年度産業財産権制度各国比較調査

研究等事業「特許出願時の遺伝資源出所開示及び遺伝資

源アクセス時の事前承認機関に関する調査研究報告書」

http://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/chousa/pdf/zai-

sanken_kouhyou/h17_report_04.pdf

(3)特許庁委託 平成 20 年度産業財産権制度各国比較調査

研究等事業「各国・地域における伝統的知識の保護制度

に関する調査研究報告書」

http://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/chousa/pdf/zai-

sanken_kouhyou/h20_report_01.pdf

(4)Decree No. 98, 830（全 17 条）の非公式の英訳 http://

lba.cptec.inpe.br/lba/eng/docs/DE98830_.htm

(5)暫定措置令(Provisional Measure)2186-16 の非公式の

英訳 http://www.grain.org/brl/?docid=850&lawid=1768

(6)ブラジル連邦憲法第 225 条

http://www.v-brazil.com/government/laws/titleVIII.

html

(7)関連部分の英訳

（Paragraph 1-In order to ensure the effectiveness of

this right, it is incumbent upon the Government to:

II - preserve the diversity and integrity of the genetic

patrimony of the country and to control entities

engaged in research and manipulation of genetic

material;

Paragraph 4- The Brazilian Amazonian Forest, the

Atlantic Forest, the Serra do Mar, the Pantanal

Mato-Grossense and the coastal zone are part of the

national patrimony, and they shall be used, as pro-

vided by law, under conditions which ensure the

preservation of the environment, therein included the

use of mineral resources.

Paragraph 5 - The unoccupied lands or lands seized

by the states through discriminatory actions which

are necessary to protect the natural ecosystems are

inalienable.)

(8)Decree No. 3945

http:// www. generationcp. org / userFiles / File / cds /

GRPolicyCourse/CD_GR_policy-course-2006_M-Thyssen

/Brazil%20case%20study/Decree%20no%203945i.pdf

(9)Decree No. 5459

http://www.grain.org/brl/?docid=760&lawid=1768（ポ

ルトガル語）

(10)ブラジルでのアクセス承認を行う CGEN は，特許庁

委託 平成 17 年度産業財産権制度各国比較調査研究等

事業「特許出願時の遺伝資源出所開示及び遺伝資源アク

セス時の事前承認機関に関する調査研究報告書」のブラ

ジル運用の 22 〜 23 頁の報告によると，環境省，科学技

術省，保健省，法務省，農務省等少なくとも 19 の政府機

関の代表者から構成された政府系機関である（議長は環

境省の代表者）。つまり，関連するあらゆる省庁が一致

団結して，厳しく遺伝資源へのアクセスを取り締まって

いるような状況である。

(11)平成 17 年度の「特許出願時の遺伝資源出所開示及び

遺伝資源アクセス時の事前承認機関に関する調査研究

報告書」でも 2005 年 8 月 30 日の時点で，2000 年 6 月

30 日以降の累計アクセス承認件数がトータル 27 件であ

りかなり少ない。特許出願に結びつくケースとなると

さらに少なく，数件〜せいぜい十数件と予想される。

(12)暫定措置令 2186−16 号第 31 条

「遺伝資源の構成要素を使用して獲得された方法又は製

品に対して，所轄機関が行う工業所有権の付与は，本暫
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定的規則を順守していることを条件としており，出願人

は，各状況に応じて，遺伝資源及び関連伝統的知識の出

所を特定する義務を有する。」

(13)とはいうものの，法的拘束力がなくても，実際にどう

対応すれば出願人に有利なのか具体的対策は不明であ

る。

(14)出所の詳細についての記載の程度は，添付文書 1の各

項目が参考になるが，実際の記入の際に不明点があれば

ブラジル弁護士を介して CGEN の担当者に尋ねること

になろう。

(15)具体的には，INPI にも特許出願の検索サイトがない

ことはないが，絞り込み項目がまだ少ないので，生物材

料に関する出願であることまでは検索で絞り込めても

（例えば，英語のブラジル特許出願の検索サイトの

URL，http:// www. inpi. pt / services / patent_search.

html），出所開示を含むものかどうかは願書のチェック

ボックスを見て判断しなければならず，ブラジル政府の

担当者に聞いても該当する例を示してもらうこともで

きなかったそうである。

(16)ブラジルの特許審査期間は 1 件につき 5 〜 8 年か

かっており，審査の遅延が問題視されている。例えば

http://www.ngb.co.jp / ip_articles / detail / 16. html，

http://www.jstor.org/pss/40175791 参照。

(17)環境庁・科学技術庁の草案，農業省の草案（いずれも

ポルトガル語のみ）

ブラジル弁護士がブラジル政府からもらったコピー

を送ってくれ，弁理士会事務局に保管して頂いている。

2010 年 1 月 8 日の時点では，これら 2 つの草案はまだ

インターネット上にはリンクされていなかった。それ

ぞれ条文数 72 条および 29 条からなる。

(18)ABS 以外に著者は広く CBD 関連で過去にブラジル

で施行された法律等も調査しようとしたが，主要な省庁

を初め，各関連当局から競うようにこれまで膨大な数の

法律が作られては消えているような状態であり，正確な

情報をインターネット上の情報から掴むことは困難で

あった。ちなみに，ブラジルでの生物多様性条約下での

取り組みについてはブラジル環境省から CBD当局に定

期的に報告書（英語版）が提出されており，CBD公式サ

イトにリンクされインターネットウェブサイトで入手

可能であり，最近のものは第 3 回報告書（Third

National Report to the Convention on Biological

Diversity，URL: httpwww.cbd.intdocworldbrbr-nr-03-

en.pdf，全 353 頁）である。これによると，法規制，各種

プロジェクトの立案，データベース構築，環境保護のた

めのファンドの設立等，ブラジル CBD 下での関係当局

のあらゆる取り組みが網羅的に報告されている。

(19)平成 21 年度 経済産業省委託事業 JBA オープンセ

ミナー（東京 第 2 回）「生物多様性条約 COP10 名古

屋に向けた国際交渉の最近の状況」 平成 21 年 12 月 15

日

(原稿受領 2010. 5. 19)
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